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１． はじめに 

わが国における高齢者人口は、2030 年ま

でに総人口の 30％に達すると推計されて

いる。この人口動態の変化に伴い、フレイル

は国内においても公衆衛生における最も重

要な課題の一つとして注目されている。フ

レイルは、加齢に伴う生理的予備能力の低

下により、外的ストレス因子に対する脆弱

性が増大することを本質的な特徴とする[1]。
この多面的な症候群は、身体的、心理的、社

会的側面を包含し[2]、要介護状態、障害、

mortality（死亡）などのリスク上昇と密接

に関連している[1,3]。 
これまでの対面式介入プログラムは、虚

弱リスクの軽減に対して一定の有効性が実

証されてきた。特に、身体活動プログラムは

効果的な成果を示しており、高い身体活動

レベルの維持はフレイルリスクの有意な低

減と関連している[4]。また、レジスタンス

トレーニングも効果的な介入方法の一つと

して報告されている[5]。さらに、栄養教育

プログラムについてもフレイル予防におい

て良好な臨床的成果をもたらしていること

が報告されている[6]。 
複数のランダム化比較試験において、フ

レイル予備軍およびフレイル高齢者を対象

に、運動と栄養の複合的要素を含む対面式

プログラムの検証がされている[7–9]。運動、

栄養教育、心理社会的介入を統合した包括

的プログラムにおいて、フレイル状態に有

意な改善が認められている[7]。さらに、地

域在住のフレイル予備軍およびフレイル高

齢者を対象とした研究では、身体的、栄養

的、認知的要素を包括的に組み合わせたア

プローチが、単一要素のアプローチと比較

して、フレイルの改善において顕著に優れ

た有効性を示すことが実証されている[8]。
しかしながら、従来の対面式介入プログラ

ムは、アクセシビリティおよび専門的リソ

ースの配分において制約がある。身体的移

動制限や地理的障壁により、プログラムへ

の参加が難しい対象者も存在する[10,11]。 
このような課題に対して、オンライン型

健康プログラムは、構造的な問題を解決す

る潜在的可能性を提供し、フレイル予防を

促進する革新的アプローチとして注目され

ている。最近のレビューでは、リアルタイム

でのオンライン運動プログラムが高齢者の

身体機能改善に寄与する可能性を示唆して

いる[12]。しかしながら、現存するフレイル

予防のためのオンラインによるアプローチ

は、主にビデオ録画やモバイルアプリケー

ションなどの非リアルタイム型の方法に限

定されている[13]。そこで、我々の研究グル

ープは、リアルタイムでのオンライン健康

プログラムを用いた介入研究を実施した

[14]。その結果、週 1 回 75 分の多面的プロ

グラム（運動指導、栄養教育、および認知的

グループ介入）によって、高齢者における高

い参加継続率と健康指標への有意な改善が

認められた。この結果から、リアルタイムで

のオンライン型介入プログラムは従来の対

面型プログラムの構造的制約を克服する有

望な代替アプローチになること考えられた。

一方で、デジタル技術の利用における個人

間のリテラシー格差が、新たな参加障壁と

して懸念されている[15]。これらの研究知

見を総合的に考慮すると、対面型とオンラ

イン型の利点を融合したハイブリッド型介

入プログラムの導入が、より包括的かつ柔

軟な高齢者支援アプローチとして有用であ

る可能性が示唆される。そこで本研究は、リ
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アルとオンラインを組み合わせたハイブリ

ッド型健康増進プログラムを地域高齢者に

提供し、主観的幸福度をはじめとする健康

指標に対する効果について検証することを

目的とした。 
 
２． 方法 

２．１ 対象者 
本研究は、神奈川県 Z 市に在住する 65

歳以上の地域在住高齢者を対象とした。

除外基準は、要支援・要介護認定を受けて

いる者、内科的疾患または整形外科的疾

患により医師から運動制限を受けている

者とした。対象者の募集は、地方自治体の

ニュースレターやホームページを通じて

行った。本研究の研究デザインは非ラン

ダム化比較試験を採用し、対象者は健康

増進活動に関心があり、参加する意欲の

ある高齢者であった。対象者は用意され

た 2 つのプログラム（ハイブリッド型健

康増進プログラムまたは活動量計を用い

た自己管理型の身体活動増進プログラム）

のどちらかを任意で選択した。最終的に、

ハイブリッド型健康増進プログラム（ハ

イブリッド教室群）に 17 人、活動量計を

用いた自己管理型の身体活動増進プログ

ラム（自己管理群）に 41 人が参加の意思

を表明した。すべての参加者は、登録前に

書面によるインフォームド•コンセント

を行なった。本研究は電気通信大学倫理

委員会の承認を受けて実施した(倫理申請

ID: H24024)。 
 
２．２ 介入方法 
介入プロトコルを図 1 に示した。 
 

図 1 介入プロトコル 
 
【ハイブリッド型健康増進プログラム】 

ハイブリッド型健康増進プログラムは、

2 回のならし教室（対面実施）・4 回のリ

アルタイム型オンライン教室（オンライ

ン実施）・2 回のフォローアップ教室（対

面実施）の全 8 回の教室を開催し、運動・

栄養、認知活動を組み合わせたマルチコ

ンポーネント（多要素）プログラムで構成

されていた。ならし教室はオンライン教

室参加への準備として、週 1 回、各回 2 時

間程度で対面実施した。リアルタイム型

オンライン教室は、週 1 回、各回 90 分程

度で実施した。対象者は運営側が事前設

定したタブレット端末を用い、オンライ

ン会議システム（Zoom）を通じて、自宅

から参加した。フォローアップ教室は、教

室終了後の健康活動の継続を促すことを

目的に、月 1 回、各回 2 時間程度で対面

実施した。 
 
＜タブレット操作練習＞ 
オンライン教室におけるスムーズな参

加を促すため、ならし教室にてタブレッ

ト端末の操作練習及びオンライン会議シ

ステム（Zoom）への接続練習を行った。

対象者は運営者が作成したマニュアルを
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参照しながら、操作に慣れるまで繰り返

し接続練習を行った。 
 
＜運動実践＞ 
ならし教室、オンライン教室、フォロー

アップ教室において、運動指導士による

運動指導を行った。指導は我々が開発し

た運動プログラム内容に基づいて行われ

た[14]。具体的なエクササイズには、呼吸

法、上半身と下肢のストレッチ、バランス

運動、スクワットなどの下肢筋力トレー

ニングが含まれた。各運動セッションで

は、対象者がトレーニングの効果を実感

するために、呼吸能力、股関節の可動性、

バランス能力、座位から立位までの能力、

歩幅の大きさなどをトレーニング前後に

確認させた。さらに、介入の認知的側面の

一環として、トレーナーが指導する認知

機能強化活動（指の運動や記憶トレーニ

ングなど）も行われた。オンライン環境で

の安全性を確保するため、トレーニング

の強度は特に指定しなかった。 
 
＜食事・栄養レクチャー＞ 
ならし教室、オンライン教室にて、食

事・栄養レクチャーを実施した。レクチャ

ー内容は我々が開発したプログラムに基

づいている[14]。その内容は栄養学の専門

家によって監修されており、フレイル予

防のための食事に関する講義が含まれて

いた。フレイル予防における栄養の重要

性、多様な食品を摂取する方法などが取

り上げられており、「さあにぎやかにいた

だく」という食事・栄養摂取のための標語

を中心に展開された。 
 

＜交流アクティビティー＞  
他者とのコミュニケーションの活性化

を図るため、共想法に基づいた交流アク

ティビティーを実施した。共想法は認知

症予防や高齢者の心理社会的支援を目的

に開発されたメソッドである[16]。少人数

のグループで、参加者が共同で思い出や

経験を語り合う対話手法で、特定のテー

マや写真、音楽などを対話のきっかけと

して用いることがある。本研究では事前

に提示したテーマに沿った写真を準備し

てもらい、アクティビティーを進めた。交

流アクティビティーは、ならし教室、オン

ライン教室、フォローアップ教室で実施

した。 
 
＜健康アプリケーションの活用＞ 
教室終了後の継続を促すため、フォロ

ーアップ教室にて、我々が開発した健康

アプリケーションの利用方法について指

導した。当アプリケーションは、運動プロ

グラムおよび食事・栄養レクチャーの振

り返り動画の視聴、タブレットやスマー

トフォン操作の練習、歩数や健康データ

の管理といった機能が備わっている

WEB アプリケーションである。 
 
【活動量計を用いた自己管理型身体活動

増進プログラム】 
＜活動量計による身体活動の自己管理＞ 

ハイブリッド型健康増進プログラムの

対照として、活動量計を用いた自己管理

型身体活動増進プログラムを実施した。

当プログラムは、Z 市が健康事業の一環と

して開発し、実施された。対象者は活動量

計(FeliCa 搭載活動量計 AM-151)を貸与
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され、歩数等の身体活動を記録する。対象

者自身で記録を管理することで、身体活

動レベルの維持・増進を目指した。 
 
＜選択参加型プログラム＞ 
活動量計を用いた自己管理型プログラ

ムには、対象者が任意で参加できる講座・

体験教室が付与されていた。身体活動の

自己管理をきっかけに、活動範囲の拡大

や身体活動レベルの維持・増進を狙いと

していた。具体的に実施された講座・体験

教室には歴史探索ツアー・パーク散策ツ

アー・歩き方セミナー等があった。 
 
２．３ 評価項目 
【質問紙による健康関連指標の評価】 
質問紙により、主観的幸福度（0-10）[17]、

フレイルスコア（0-15）[18]、主観的健康

度（1-4）、うつ傾向スコア（0-5）[19]、精

神的健康度（0-25）[20]、ヘルスリテラシ

ー（1-5）[21]、移動能力（0-14）[22]、老

研式活動能力指標（0-13）[23]、食品摂取

の多様性（0-10）および食品摂取頻度（0-
30）[24,25]を評価した。アンケート調査

は事前・事後の 2 回行った。 
 
【Body Mass Index】 

Body Mass Index （BMI）は、身長お

よび体重を測定し、体重（kg）を身長（m）

の二乗で除することで算出した。体重の

測定には、マルチ周波数体組成計（タニタ、 

MC-780 A-N)を用いた。測定および算出

は事前・事後の 2 回行った。 
 
【歩数】 

歩数はFeliCa搭載活動量計（タニタ、

AM-151）を用いて評価した。プログラム

参加期間中に活動量計を着用してもら

い、月に 1 回の頻度で市役所や自宅周辺

のコンビニエンスストアに設置してあ

る FeliCa リーダーでデータの送信をし

てもらった。なお、分析には事前測定後

1 週間の平均歩数と事後測定前 1 週間の

平均歩数を利用した。平均値を算出する

際、歩数値が 0 の日は除外対象とした。 
 
【皮膚カロテノイドレベル】 
皮膚のカロテノイドレベルは、圧力媒

介反射分光法を用いて皮膚のカロテノイ

ドレベルを測定するシンプルで非侵襲的

なツールであるベジメータ（Longevity 
Link Corporation）を用いて評価した[26]。
皮膚のカロテノイド濃度は、野菜や果物

の摂取量と相関がある[27]。測定はベジメ

ータを用いて左手人差し指から行い、3 回

の測定の平均値を結果の指標とした。測

定は事前・事後の 2 回行った。 
 
【自律神経系バランス】 

自 律 神 経 系 の バ ラ ン ス は 、

TAS9VIEW® パルスオキシメーター

（YKC）を用いて脈波を測定することに

より評価した。この装置は、指先の細動脈

の容積変化を波形として解析するもので、

脈拍間隔の平均波形型と変動幅から多く

の指標を表示することができる[28]。自律

神経系の活動は、時間領域と周波数領域

の分析を用いて、心拍変動（HRV；Heart 
Rate Variability）に基づいて分析された。

自律神経系バランスの評価には、隣接す

る心拍間隔の差の二乗平均値の平方根)の
自然対数をとった Ln RMSSD を採用し
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され、歩数等の身体活動を記録する。対象

者自身で記録を管理することで、身体活

動レベルの維持・増進を目指した。 
 
＜選択参加型プログラム＞ 

活動量計を用いた自己管理型プログラ

ムには、対象者が任意で参加できる講座・

体験教室が付与されていた。身体活動の

自己管理をきっかけに、活動範囲の拡大

や身体活動レベルの維持・増進を狙いと

していた。具体的に実施された講座・体験

教室には歴史探索ツアー・パーク散策ツ

アー・歩き方セミナー等があった。 
 
２．３ 評価項目 
【質問紙による健康関連指標の評価】 

質問紙により、主観的幸福度（0-10）[17]、
フレイルスコア（0-15）[18]、主観的健康

度（1-4）、うつ傾向スコア（0-5）[19]、精

神的健康度（0-25）[20]、ヘルスリテラシ

ー（1-5）[21]、移動能力（0-14）[22]、老

研式活動能力指標（0-13）[23]、食品摂取

の多様性（0-10）および食品摂取頻度（0-
30）[24,25]を評価した。アンケート調査

は事前・事後の 2 回行った。 
 
【Body Mass Index】 

Body Mass Index （BMI）は、身長お

よび体重を測定し、体重（kg）を身長（m）

の二乗で除することで算出した。体重の

測定には、マルチ周波数体組成計（タニタ、 

MC-780 A-N)を用いた。測定および算出

は事前・事後の 2 回行った。 
 
【歩数】 

歩数はFeliCa搭載活動量計（タニタ、

AM-151）を用いて評価した。プログラム

参加期間中に活動量計を着用してもら

い、月に 1 回の頻度で市役所や自宅周辺

のコンビニエンスストアに設置してあ

る FeliCa リーダーでデータの送信をし

てもらった。なお、分析には事前測定後

1 週間の平均歩数と事後測定前 1 週間の

平均歩数を利用した。平均値を算出する

際、歩数値が 0 の日は除外対象とした。 
 
【皮膚カロテノイドレベル】 

皮膚のカロテノイドレベルは、圧力媒

介反射分光法を用いて皮膚のカロテノイ

ドレベルを測定するシンプルで非侵襲的

なツールであるベジメータ（Longevity 
Link Corporation）を用いて評価した[26]。
皮膚のカロテノイド濃度は、野菜や果物

の摂取量と相関がある[27]。測定はベジメ

ータを用いて左手人差し指から行い、3 回

の測定の平均値を結果の指標とした。測

定は事前・事後の 2 回行った。 
 
【自律神経系バランス】 

自 律 神 経 系 の バ ラ ン ス は 、

TAS9VIEW® パルスオキシメーター

（YKC）を用いて脈波を測定することに

より評価した。この装置は、指先の細動脈

の容積変化を波形として解析するもので、

脈拍間隔の平均波形型と変動幅から多く

の指標を表示することができる[28]。自律

神経系の活動は、時間領域と周波数領域

の分析を用いて、心拍変動（HRV；Heart 
Rate Variability）に基づいて分析された。

自律神経系バランスの評価には、隣接す

る心拍間隔の差の二乗平均値の平方根)の
自然対数をとった Ln RMSSD を採用し

 

た。 
 
【ヘモグロビン濃度】 
ヘモグロビン濃度は、Astrim Fit 装置

（シスメックス）を用いて非侵襲的に測

定した。この装置は静脈血管を光学的に

とらえ、単位血液量あたりのヘモグロビ

ン濃度を測定する[29,30]。測定は事前・事

後の 2 回行った。 
 
２．４ 統計解析 
各アウトカム指標は、平均±標準偏差

で示した。介入効果を検証するため、各ア

ウトカム指標に対して、介入群（ハイブリ

ッド教室群、自己管理群）と測定時期（介

入前、介入後）を要因とする反復測定分散

分析（repeated measures ANOVA）を実

施した。具体的には、主効果（群間効果、

測定時期の効果）および群×測定時期の

交互作用を検証した。統計学的有意水準

は 5％（両側検定）未満に設定し、統計解

析 に は SPSS statistical software, 
version 26 IBM Corp., Armonk, NY, 
USA）を使用した。 
 
３．結果 

本研究において、合計 58 人が参加を申

し込んだ。そのうち 55 人が研究への参加

に同意し、書面によるインフォームドコ

ンセントを得た。その後、事前調査が行わ

れ、約３か月間のプログラム終了後に事

後調査が行われた。ハイブリッド型健康

増進プログラム（ハイブリッド教室群）に

17 名（男性 8 人、女性 9 人）、活動量計

を用いた自己管理型の身体活動増進プロ

グラム（自己管理群）に 38 名（男性 12

人、女性 26 人）が参加した。事後調査に

参加しなかった自己管理群４名（女性４

人）を除外した合計 51 人の参加者が分析

に含まれた。継続率はそれぞれ 100％（ハ

イブリッド教室群）、89.4％（自己管理群）

であった。また、ハイブリッド教室群の介

入遵守率は平均 93.3％であった。 
参加者の年齢、身長、体重は、それぞれ

78.2 ± 5.0 歳、158.1 ± 9.3 cm、54.7 ± 10.1 
kg（ハイブリッド教室群、n = 17）、78.2 
± 5.4 歳、156.8 ± 7.1 cm、55.1 ± 9.2 kg
（自己管理群、n = 34）であった。 
 表 1 に測定機器類から得られた介入前

後における健康関連指標の変化を示した。

BMI に有意な交互作用が、歩数に有意な

時間の主効果が認められた。表 2 に質問

紙調査から得られた介入前後における健

康関連指標の変化を示した。うつ傾向ス

コアに有意な時間の主効果及び交互作用

が認められ、ハイブリッド教室群は介入

前後で有意に改善した。 
 
４．考察 

４． １ 健康関連指標の改善効果 
ハイブリッド教室群においてBMIの増

加が観察され、一方、自己管理群ではほぼ

横ばいで推移し、時間と群の交互作用に

おいて有意差が認められた。この群間差

の生起メカニズムとして、介入内容の相

違が考えられる。具体的には、自己管理群

では栄養介入を実施していなかったのに

対し、ハイブリッド教室群では体系的な

栄養指導を提供した。当該指導では、高齢

者（65 歳以上）における推奨 BMI 値（21.5
～24.9）に関する科学的根拠を提示し、適

正な栄養摂取の重要性を強調した。質的
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データとして、対象者から「食事量が増加

した」との報告が複数得られ、さらに交流

アクティビティーにおいて自作料理の画

像共有等の積極的な行動変容も観察され

た。 
 質問紙調査から得られたうつ傾向スコ

アに、有意な時間の主効果および時間と

群の交互作用が認められた。自己管理群

は事前調査において良好な値を示してお

り、事後調査においてもその値を維持し

ていた。一方、ハイブリッド教室群では介

入前後で有意な改善が認められた。この

結果は、オンラインおよび対面での教室

で、指導者や参加者との交流機会が得ら

れたことが要因の一つと考えられる。運

動指導や食事・栄養レクチャーにおいて

は、指導者が参加者に対して一方向的に

指導するのではなく、双方向型での指導

を心掛けた。また、交流アクティビティー

では多くの会話が生まれ、自己肯定感や

つながりを感じる機会になっていたこと

から、精神的面へ好影響が得られたと考

えられる。 
 
４．２ ハイブリッド型健康増進プログ

ラムの実現可能性と有効性 
 本研究で実施したハイブリッド型健康

増進プログラムは、ならし教室（2 回）、

オンライン教室（4 回）、フォローアップ

教室（2 回）から構成され、個人的要因に

よる散発的な欠席は認められたものの、

全 8 回のプログラムを予定通り完遂する

ことが可能であった。平均参加率は

94.1%を記録し、これは従来型のオンライ

ン健康増進プログラムにおける参加率

（94.0%）[14]と同等の水準であった。こ

の結果は、オンラインと対面型介入を統

合したハイブリッドアプローチの実現可

能性を示唆するとともに、高齢者の健康

増進活動への持続的な参画を促進する有

効な方策となり得ることを示している。 
オンライン教室の運営に関して、一部に

ネットワーク接続の不具合や個人的事由

による欠席が観察されたものの、プログ

ラムの遂行に重大な支障をきたす事態は

発生しなかった。また、対象者からの技術

的な問い合わせに対しても、最小限の指

示で解決可能であり、オンライン参加に

おける技術的障壁を効果的に低減するこ

とができた。これらの知見は、ハイブリッ

ド型プログラムが従来型のオンラインプ

ログラムにおける参加障壁を軽減する有

効な手段となり得ることを示唆している。 
質的データとして、「オンライン会議シス

テムの使用経験がない中での不安が、な

らし教室によって解消された」との対象

者の報告が得られた。この知見は、特にデ

ジタルリテラシーに課題を有する高齢者

層において、対面式の事前指導を統合し

たプログラム設計の有効性を示唆するも

のである。 
 
５．結論 

本研究では、対面型とオンライン型を統

合したハイブリッド型健康増進プログラ

ムを開発し、その有効性について活動量

計を用いた自己管理型の身体活動増進プ

ログラムと比較検証した。その結果、プロ

グラムの実施可能性に関して、対面式の

事前指導を組み込んだプログラム設計に

より、オンライン参加における技術的障

壁を効果的に低減できることが示唆され
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データとして、対象者から「食事量が増加

した」との報告が複数得られ、さらに交流

アクティビティーにおいて自作料理の画

像共有等の積極的な行動変容も観察され

た。 
 質問紙調査から得られたうつ傾向スコ

アに、有意な時間の主効果および時間と

群の交互作用が認められた。自己管理群

は事前調査において良好な値を示してお

り、事後調査においてもその値を維持し

ていた。一方、ハイブリッド教室群では介

入前後で有意な改善が認められた。この

結果は、オンラインおよび対面での教室

で、指導者や参加者との交流機会が得ら

れたことが要因の一つと考えられる。運

動指導や食事・栄養レクチャーにおいて

は、指導者が参加者に対して一方向的に

指導するのではなく、双方向型での指導

を心掛けた。また、交流アクティビティー

では多くの会話が生まれ、自己肯定感や

つながりを感じる機会になっていたこと

から、精神的面へ好影響が得られたと考

えられる。 
 
４．２ ハイブリッド型健康増進プログ

ラムの実現可能性と有効性 
 本研究で実施したハイブリッド型健康

増進プログラムは、ならし教室（2 回）、

オンライン教室（4 回）、フォローアップ

教室（2 回）から構成され、個人的要因に

よる散発的な欠席は認められたものの、

全 8 回のプログラムを予定通り完遂する

ことが可能であった。平均参加率は

94.1%を記録し、これは従来型のオンライ

ン健康増進プログラムにおける参加率

（94.0%）[14]と同等の水準であった。こ

の結果は、オンラインと対面型介入を統

合したハイブリッドアプローチの実現可

能性を示唆するとともに、高齢者の健康

増進活動への持続的な参画を促進する有

効な方策となり得ることを示している。 
オンライン教室の運営に関して、一部に

ネットワーク接続の不具合や個人的事由

による欠席が観察されたものの、プログ

ラムの遂行に重大な支障をきたす事態は

発生しなかった。また、対象者からの技術

的な問い合わせに対しても、最小限の指

示で解決可能であり、オンライン参加に

おける技術的障壁を効果的に低減するこ

とができた。これらの知見は、ハイブリッ

ド型プログラムが従来型のオンラインプ

ログラムにおける参加障壁を軽減する有

効な手段となり得ることを示唆している。 
質的データとして、「オンライン会議シス

テムの使用経験がない中での不安が、な

らし教室によって解消された」との対象

者の報告が得られた。この知見は、特にデ

ジタルリテラシーに課題を有する高齢者

層において、対面式の事前指導を統合し

たプログラム設計の有効性を示唆するも

のである。 
 
５．結論 

本研究では、対面型とオンライン型を統

合したハイブリッド型健康増進プログラ

ムを開発し、その有効性について活動量

計を用いた自己管理型の身体活動増進プ

ログラムと比較検証した。その結果、プロ

グラムの実施可能性に関して、対面式の

事前指導を組み込んだプログラム設計に

より、オンライン参加における技術的障

壁を効果的に低減できることが示唆され

 

た。また、自己管理群との比較において統

計的有意差が得られた項目は限定的であ

ったものの、うつ傾向スコアおよび BMI
の改善が認められた。これらの知見は、ハ

イブリッド型健康増進プログラムが高齢

者の健康増進に寄与する可能性を示唆す

るものである。 
今後は、より大規模なサンプルを用いた

検証や、長期的な効果の持続性の評価が

求められる。また、対象者の特性や地域特

性を考慮したプログラムの最適化も、今

後の重要な研究課題として位置づけられ

る。 
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